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ています。 
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会で外環の事業再評

続が了承されました
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て点検してみました
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表１・表

2020.7.

2009.3、

2016.9、

費用便益分析

事業費は当初の
土交通省は公共事

価、事後評価の三

す。今年１０月９日と

事業継続が了承され

用便益比（Ｂ/Ｃ）は前

事業費はさらに増
業費増加の要因（表

だけで計５３６０億

データ「道路交通センサス

量の推計年次 

交通量（台/日） 

費 

便益比（Ｂ/Ｃ） 

便益分析マニュアル 

  

２０１６年度 再評価

中拡幅部（東名ＪＣＴ）の

造変更 

泉ＪＣＴ本線ランプ接合

の工法変更 

中拡幅部の技術開発業

・追加地質調査 

グメント・床版構造の構

変更 

連絡坑の構造変更 

生土中性固化材改良

置場整備 

生土受入先変更 

蔵文化財の発掘 

全体事業費の増額計

表２の出典：国土交通省 平成

30 資料 5-1-1 及び 2、

、２０１３年度はパシフィック

、２０２０年度はパシフィックコ

析の経過 

の２．２倍 
事業について、新規

三段階で事業評価を

と１０月２７日に４回

れました。事業費は

前回より上昇しまし

増加する見込み
表２）を見ると前回

円増加しました。中

２００９年度

新規事業採択時

ス」 ２００５年度

２０３０年度

88,900～100,8

１兆２,８２０億円

２．９ 

２００８年１１月（案

増額 

の 約４９０億円

合 約４６２億円

業 約２０億円

構 約９１１億円

約１９５億円

良・ 約６７６億円

約３９１億円

約１０億円

計 約３,１５５億円

１

２

３

４

５

成２１年度新規事業採択時

同 2025.10.9 資料３／表

クコンサルタンツ「Ｈ２５外環

コンサルタンツ「Ｈ３１外環整

規事業採択時評価

を行うことになっ

回目の再評価が行

は当初の２．２倍、し

した（表１）。 

、中央ＪＣＴの地中

中央ＪＣＴと同様に

表１ 外環の費

評価 

２０１３年度

再評価－

２００５年度

２０３０年度

00 75,900～95,

円 約１兆２,８２０億

２．３

案） ２００８年１１

２０２０年度

１ 地中拡幅部（中央

形状変更 

２ 地中拡幅部（中央Ｊ

３ 地中拡幅部（中央Ｊ

大泉ＪＣＴ側本線シー

質調査を踏まえた軟

震検討の追加 

東名ＪＣＴにおける本線

の掘進方法及びヤード

中央ＪＣＴにおける地

調査を踏まえたＪＣＴ

大泉ＪＣＴにおける現

踏まえたトンネル構造

全体

時評価結果、関東地方整備

１「費用便益分析マニュアル

環交通分析検討業務報告

整備効果検討業務報告書」

 表２ 外環事業費

価、

て

わ

か

拡

技

費用便益分析の経過

度 

１ 

２０１６年

再評価－

度 ２００５年

度 ２０３０年

600 76,200～9

億円 約１兆５,９７

１．９

月 ２００８年１

再評価 

央ＪＣＴ）の断面 約１,

ＪＣＴ）の工法変更 約３,

ＪＣＴ）の構造変更 約

ールドにおける地

軟弱地盤対策・耐

約

線シールドトンネル

ド構造の変更 

約

地質調査・地下水

Ｔ構造等の変更 

約

現地地質条件を

造等の変更 

約

体事業費の増額計 約７,

備局事業評価監視委員会

ル」の出典：２００９年度は長

告書」2014.3、２０１６年度は

」2020.9、２０２５年度は事業

術的難易度

だ計上され

た陥没や空

計上です。委

聞くと「中央

後５０００～６

ずいていま
 
（３） Ｂ/Ｃが
Ｂ/Ｃが上昇

位が大きくな

点を挙げてい

費増加の要因と金額

年度 

－２ 

２０２０

再評価

年度 ２０１０

年度 ２０３０

6,200 72,600～

５億円 約２兆３,５

１．０

１１月 ２０１８年

増額 

１３０億円

３６５億円

約８６５億円

約６７０億円

約２１０億円

約７８０億円

約５８０億円

６００億円

2013.7.30 資料 2-5-１及

長大「平成２０年度 東京外

はパシフィックコンサルタン

業評価監視委員会資料、報

が高いとされる青

ていません。前回

洞に関連した地盤

委員会終了後、取材

央ＪＣＴも詳細設計

６０００億円増加する

した。当初の３倍に

が上昇した理由 
昇した理由につい

なったこと、②計画

います。これらにつ

 ２

１ 材料

２ 陥没

た再

３ 発生

物及

増加

４ 換気

等の

５ 換気

の変

６ 地下

気所

の追

 

年度 

価－３ 

２０２

再評

年度 ２０１

年度 ２０４

～92,200 74,700

５７５億円 約２兆７

０１ １

年２月 ２０２５

及び 2、2016.5.19 資料 4-

外かく環状道路交通分析検

ツ「Ｈ２７外環交通分析検

報告書はＷＥＢに掲載してい

青梅街道ＩＣについて

の再評価後に調布

盤補修と住民への補

材陣と事務局との

中、青梅街道ＩＣも

る可能性があるか

になるというイメー

いて事務局は、①時

画交通量が多くなっ

ついて裏面で点検し

２０２５年度 再評価 

料単価・労務費の上昇 

没・空洞事故を踏まえ

再発防止対策等の履行 

生土における産業廃棄

及び改質材添加量の

加 

気所における換気ダクト

の設計変更 

気所における躯体容量

変更 

下水位の上昇による換

所における地盤改良等

追加 

全体事業費の増額計 

２５年度 

評価－４ 

１５年度 

４０年度 

～94,600 

,６２５億円 

１．２ 

５年８月 

-2-1 及び 2、同

検討業務報告書」

討業務報告書」

います 

ては今回もま

布市で発生し

補償なども未

の質疑応答で

も設計中」、今

か聞くと、うな

ージです。 

時間価値原単

ったこと、の２

してみます。 

増額 

約１,７００億円 

約９１０億円 

約７２０億円 

約２００億円 

約３６０億円 

約１６０億円 

約４,０５０億円 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１）２０１５年度ベースは、パシフィックコンサルタンツ・計

量計画研究所「Ｒ３鎌倉市域におけるロードプライ

シングの導入・実現に向けた検討業務報告書」

2022.8、開示手数料 29220 円＋文書名特定 310 円 

２）長大「平成２０年度 東京外かく環状道路交通分析

検討業務報告書」2009.3 

３）計量計画研究所「令和５年度道路事業の評価手法

の改善に向けた検討業務報告書」2024.3 

４）パシフィックコンサルタンツ「Ｒ６東京南西部整備効

果検討業務報告書」2025.7 

図３ 外環利用区間の実績・推計交通量集計結果（車種別） 

① 時間価値原単位 

 
（１） 古いマニュアルは廃棄 
外環の事業再評価の前、８月から９月にか

けて、国土交通省（本省）道路局に対して、

「国交省のホームページに、個別事業の評

価結果は過去の分も掲載されているが、費

用便益分析マニュアルは最新版しか掲載さ

れていない。どこかに掲載されているか」

問い合わせ、「古いデータは処分して無い、

Ｈ３０（２０１８）年頃からはあるが開示請求が

必要」ということで、手元に無い分を請求す

る、といったことがありました。 
 
（２） 生活実感からかけ離れた時間価値 
今回の事業評価監視委員会で事務局か

ら「時間価値原単位は車種により約１．０３か

ら１．５倍に上昇している」と口頭で説明があ

りました。 
資料に具体的な数値は掲載されていな

いので、「費用便益分析マニュアル」で確認

すると、乗用車は３９．６円/分・台から４３．７４

円/分・台へ１．１倍、普通貨物車は６７．９５円/
分・台から１０１．９３円/分・台へ１．５倍に上昇し

ています（表３）。この時間価値原単位はど

のような検討過程を経て決めたのか、明ら

かにされていません。 
乗用車の主な運転者の主要用途は、「買

い物・用足し・他」が４２％と最も多く、「仕事・

商用」は１４％、主な運転者の年齢は６０歳以

上が３９％、男女とも「６０歳以上」の割合、平

均年齢が前回から上昇しています。賃金を

含む労働費用が上昇すれば時間価値原単

位も上昇するという単純なことではないは

ずです。例えば高齢者が買い物に１０分早く

行くために４３７円支払うかどうか、生活実

感とかけ離れているように思います。 

 表３ 車種別の時間価値原単位

（単位：円／分・台） 

出典：国土交通省 道路局・都市局 

「費用便益分析マニュアル」2018.2、2025.8 

② 計画交通量 

 
（１） 門外不出のＯＤ表 

ＰＩ外環沿線協議会（２００２年６月開始）当時、並行し

て開催したポンポコ研究会では「門外不出のＯＤ表

を無条件で貸与されたら画期的」「電子データで入

手して市民にも扱えるのだと示そう」と盛り上がっ

ていました。ＯＤ表がＥｘｃｅｌファイルで提供されたこ

とは外環ＰＩの大きな成果です。 
 
（２） 実績値の傾向と異なる推計値 

これまでに入手した道路交通センサスベースの現

況ＯＤ表と将来ＯＤ表１）を使い、外環を利用するとさ

れる区間２）の交通量を抽出し集計してみました。 
実績値は２０１０年・２０１５年で乗用車、小型貨物車、

普通貨物車いずれも減少、全車で計２６万台減少し

ています。しかし推計値は実績値の傾向と異なり、小

型貨物車を除き増加、全車で計１７万台増加すること

になっています。これが外環の計画交通量増加の原

因だと思われます。 
 
（３） 問題視される「分割配分法」 

また、交通量推計の配分手法「分割配分法」は分

割回数や分割比率等の計算条件によって配分交通

量が異なるため（一意に求まらないため）、誰が行っ

ても同じ答えを得ることができ理論的に説明しやす

い「均衡配分法」を用いるべきと指摘され、開示請求

で入手した報告書３）にも同様の見解が書かれていま

す。配分手法にも問題がありそうです。 

 
開示請求で入手した報告書４）を見ると、住民のニ

ーズは「多摩川の治水」です。今年秋の野川ガサガ

サのごみ拾いでは、おりものシートが多いことが気

になりました。合流式下水道地域から流れてきたと

思われます。外環事業で掘ってしまったトンネルを調

節地や貯留施設に転用することによって多くの問題

を解決できるのではないかと期待しています。 
 

図１ 乗用車の主運転者の主要用途 

図２ 乗用車の主運転者年齢 

図１・図２の出典：日本自動車工業会 

「２０２１年度乗用車市場動向調査」2022.3 
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